
 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札参加資格審査申請の手引き 
 

（建設工事） 

 

令和４・５年度 WTO 随時認定分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎県県土整備部管理課 

 

県外業者用 
宮崎県外に建設業法上の本店（主たる営業所）がある申請者の方 

（国土交通大臣許可・宮崎県以外の都道府県知事許可） 
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Ⅰ 提出手続 

 

１ 対象業者 

（１）大臣支店許可業者 

    国土交通大臣許可を受けた建設業者のうち、宮崎県内に建設業法上の従たる営業所［その他の

営業所］（本店を除く）を置く者 

 

（２）任意許可業者 

    宮崎県内に建設業法上の営業所がない建設業者 

 

  ※  建設業法上の営業所とは 

          本店又は支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所を指すが、具体的には建設

業許可申請書別紙二(1)・(2)に記載する営業所のことをいう。入札参加資格審査の申請の前に、

必ず許可申請書別紙二の営業所を確認してください。 

 

２ 受付期間及び受付場所 

    期間：令和４年４月４日（月）から令和４年５月９日（月）まで 

    場所：県土整備部管理課（宮崎県庁防災拠点庁舎９階） 

 

※ 土曜日、日曜日、祝日を除く。 

   ※ 受付時間は午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。 

 

３  認定の時期、有効期間 

（１）資格認定日 

    令和４年６月下旬 

 

（２）有効期間 

    認定の日～令和６年３月 31日 

 

４ 提出書類について 

（１）申請する業種に格付け５業種（土木、建築、電気、管、舗装）を含む者 

    提出書類；○（必須）、▲（必須）、△（該当する場合のみ提出）（※P4 書類一覧参照） 

 

（２）格付け５業種の申請をしない者 

    提出書類；○のみ 
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【注意事項】 

（注１）総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書）１期分 

令和２年８月１日から令和３年７月 31 日までの間に審査基準日が属するもの 

  

（注２）県税納税証明書 ※大臣支店業者のみ。任意業者は不要です！ 

 宮崎県税の個人県民税及び地方消費税を除く全税目の徴収金（本税のほか、延滞金等を含む。）

について未納がない旨の証明を受けること。他都道府県の納税証明書は不要です。 

  証明年月日が令和４年１月１日以降のものに限る。証明書は写しの提出でもよい。 

 

（注３）消費税及び地方消費税納税証明書（その３関係） 

 消費税及び地方消費税に未納がない旨の証明を受けること。 

 なお、証明年月日は令和４年１月１日以降のものに限る。証明書は写しの提出でもよい。 

 （※証明書は、「その３」関係のみ受け付けます。その３の２、その３の３でも可です。その１、

その２、その４では受け付けません。） 

 

（注４）社会保険完納証明書  

 経営事項審査の(4)その他の審査項目（社会性等）の健康保険加入及び厚生年金保険加入のいず

れかが「無」になっている場合、下表に従い社会保険料の完納証明等の書類を提出すること。証明

書は写しの提出でもよい。 

※経営事項審査で健康保険及び厚生年金保険加入「有」又は「適用除外」の場合は不要。 

 

 

NO NO YES

※

①加入を証する書類（標準報酬決定通知書など）
②加入日～R3.7.31までの保険料等の完納を証する書類を添付
　 ※②については、納付すべき保険料等がまだない場合、省略可

経営事項審査結果通知書の
「健康保険加入の有無」が　　　　有　又は　適用除外
「厚生年金保険加入の有無」が　有　又は　適用除外

未
加
入
の
た
め

「
無

」
の
場
合

未
納
に
よ
り

「
無

」
の
場
合

OK
※社会保険の加入に係る添付書類必要なし

基準決算日（R2.8.1～R3.7.31間にある決算日）
以前、１年間の保険料等の完納を証する書類を添付

但し、申請書提出時点で経審結果通知書がない場合
は、基準決算日（R2.8.1～R3.7.31にある決算日）以前、
1年間の保険料等の完納を証する書類を提出

 

 

 

 

 

 

 

(例）基準決算日が R3.5.31 の場合、 

R2.6.1～R3.5.31 の完納を証する 

書類が必要 
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 （注５）雇用保険完納証明書等  

雇用保険については、加入のみではなく、保険料の完納が申請要件となりました。（加入義務の

ない者を除く。） 

 

  ※雇用保険に加入義務があるのは、従業員（法人事業所では役員を除く、個人事業所では専従者等

の同居親族等を除く）を１人でも雇用する事業所となります。 

 

雇用保険の加入状況等を確認するために必要な書類は、下記のとおり、加入時期等によって異な

りますので、御注意ください。※証明書は写しの提出でもよい。 

 

NO NO YES

※

①加入を証する書類（雇用保険適用事業所設置届事業主控、労働保険概算・確定保険料申告書 など）
②加入日～R3.7.31までの保険料等の完納を証する書類を添付
　 ※②については、納付すべき保険料等がまだない場合、省略可

経営事項審査結果通知書の
「雇用保険加入の有無」が　　　　有　又は　適用除外

未
加
入
の
た
め

「
無

」
の
場
合

未
納
に
よ
り

「
無

」
の
場
合

OK
※雇用保険の加入に係る添付書類必要なし

基準決算日（R2.8.1～R3.7.31間にある決算日）
以前、１年間の保険料等の完納を証する書類を添付

但し、申請書提出時点で経審結果通知書がない場合
は、基準決算日（R2.8.1～R3.7.31にある決算日）以前、
1年間の保険料等の完納を証する書類を提出

 

※下記に該当する方の申請は受け付けることができません。 

     ○ 社会保険に加入義務がありながら未加入 

      ○ 社会保険に加入しているが一定期間内の保険料等に未納がある 

○ 雇用保険に加入義務がありながら未加入 

○ 雇用保険に加入しているが一定期間内の保険料等に未納がある 

社会保険に加入義務があるのは、法人及び従業員が５人以上の個人事業所となります。 

また、雇用保険に加入義務があるのは、従業員（法人事業所では役員を除く、個人事業所では

専従者等の同居親族等を除く）を１人でも雇用する事業所となります。 

 

（注６）個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書 ※大臣支店業者のみ。任意業者は不要です！ 

   従業員から特別徴収して納付した個人住民税の領収証書の写しを添付すること。領収証書がない

場合は、次の内容について宮崎県内に従たる営業所が所在する市町村から確認を受けること。 

      ○特別徴収を実施しているが領収証書がない場合・・・実施確認 

      ○特別徴収の対象者となる従業員等がいない場合・・・特別徴収対象者がいない確認 

      ○特別徴収を実施していない場合・・・今後は特別徴収を開始することについての誓約 

 

（注７）業態調書（資本関係・人的関係にある企業情報に関する調書）  

 以下の１から３までの関係に該当する者の有無について「業態調書」を提出すること。記入に当

たっては、別添「業態調書の記入に当たっての留意事項」を参照すること。 

(例）基準決算日が R3.5.31 の場合、 

R2.6.1～R3.5.31の完納を証する 

書類が必要 
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１ 資本関係 

   以下のいずれかに該当する二者の場合 

  ① 親会社と子会社の関係にある場合 

② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

 

２ 人的関係 

   以下のいずれかに該当する二者の場合 

① 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

② 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

 

３ その他入札の適正さが阻害されると認められる関係 

   上記１又は２と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

 

 

【書類一覧】 

№ 大臣支店 任意
① ○ ○
② ○ ○

● ●
エコアクション21認証・登録証の写し ▲ ×
公共職業安定所に提出した障害者雇用状況報告書の写し ▲ ×

④ 建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明書の写し ○ ○
⑤ ○ ○
⑥ ○ ×
⑦ ○ ○

⑧ △ △

⑨ △ △

⑩ ○ ×
⑪ ○ ○
⑫ △ △

書　　類　　の　　名　　称

（添付書類）

社会保険への加入を証する書類、完納証明書
（写し可。経審結果通知書提出で社会保険「有」、「適用除
外」の場合は不要）

雇用保険への加入を証する書類、完納証明書
（写し可。経審結果通知書提出で雇用保険「有」、「適用除
外」の場合は不要）

営業所一覧表（第３－２号）
競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

技術等評価数値確認総括表（様式第４－２－２号）
③

令和２・３年度入札参加資格審査結果通知書の写し

総合評定値通知書(経営事項審査結果通知書)の写し
県税納税証明書(全項目に未納がないことの証明)の写し
消費税及び地方消費税納税証明書（その３）の写し

業態調書（資本関係・人的関係にある企業情報に関する書類）

個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書（第１９号）

 

※○：全業種で必須 ▲：格付け５業種のみ必須 

     △：該当する場合のみ提出 ×：審査対象としない 

※任意許可業者で郵送される場合： 後述の「７ 提出方法（２）②」に記載のとおり、

返信用封筒（返信用切手を貼付済）の同封もお願いします。副本の返送が可能な金額の切

手をご準備願います。 

 

 

５  申請書の綴じ方等 

 提出書類はすべてＡ４サイズとする。添付書類についてもすべてＡ４サイズに拡大・縮小コピー

して提出してください。 

 上記「４ 提出書類」の一覧表の番号順に並べ、左側長辺に２カ所穴を開けた上で、綴じ紐によ
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り綴じてください。 

 なお、ファイル等に綴じたり、ステープラー（ホッチキス）等で留めたりしないでください。 

※ただし、閲覧用はステープラー（ホッチキス）で留めてください。 

 

６ 提出部数 

正 本 １部 

   副 本 １部（副本は受付後に返却する。正本一式のコピーで可。） 

閲覧用  １部（様式第１号及び様式第４―２－２号）―ホッチキス留め 

        ※様式第４－２－２号は格付業種がある場合のみ、添付書類は不要。 

（イメージ図）        

 添付書類  

 技術等評価数値確認総括表  

 営業所一覧表  

 工事経歴書   技術等評価数値……  

 

      

 

 

 

 様式1号 

申請書 

。 

。 

 

○○建設 

  様式1号 

］   申請書 

 

※コピーで可 

］ 

○○建設 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

７ 提出方法  

  郵送又は持参（郵送を推奨します） 

 

  ※ 郵送の場合の留意事項 

   ① 封筒の表面に「入札参加資格審査申請書在中」と朱書きの上、書留又は簡易書留により送付 

してください。 
 

送付先 〒８８０－８５０１ 

         宮崎市橘通東２－１０－１ 

      宮崎県県土整備部管理課建設業審査担当 

 

② 上記「６ 提出部数」の部数（正本１部、副本１部、閲覧用１部）を送付し、受付後の副本 

返送用の封筒を同封してください。（返信用封筒には、返送用切手を貼付しておいてくださ

い。当方では郵送料は負担いたしかねます。副本の返送が可能な金額の切手をご準備願いま

す。） 

 

③ 上記「２ 受付期間及び受付場所」の期間中に送付してください。（受付期間中の消印があ 

るもののみを有効とします。） 

④ 書類不備等により入札参加資格の認定を受けられない場合があるので、郵送の際は、提出書 

綴じ紐 

正本・副本 閲覧用 
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類に漏れがないよう（漏れ等があった場合、入札参加資格は認定しません。）に特にご注意く

ださい。 

 

８ その他 

 

（１） 提出書類のうち、他の様式での代用を認めている書類以外については、県が示した様式を使用し

てください。 

なお、様式は宮崎県ホームページからダウンロードできます。 

 

（２）会社パンフレットなど、必要提出書類以外の書類は提出しないでください。 

 

（３）提出書類に記載された内容に明らかな誤りがある場合等、申請者に通知せず、職権で書類の訂正

を行うことがあります。 

 

（４）申請書の閲覧 

  格付け５業種（土、建、電、管、舗）の入札参加資格審査の申請をする者については、「入札参

加資格審査申請書（様式第１号）」及び「技術等評価数値確認総括表（様式第４－２－２号）」を、

格付け５業種の申請をしない者については、「入札参加資格審査申請書（様式第１号）」を公衆の閲

覧に供します。 

  閲覧開始時期は、入札参加資格の認定日以降とし、閲覧場所は県土整備部管理課閲覧室とする予

定です。 

 

９ 問合せ先 

 

  宮崎県県土整備部管理課建設業審査担当 

   電話番号 ０９８５－２６－７１７６ 

 
 


